
※チェックリストに従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報はの資料等をご確認ください。
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厚⽣年⾦保険 適⽤事業所および被保険者資格の要件
厚⽣年⾦の適⽤対象となる事業所には、法律により加⼊が義務付けられている「強制適⽤事業所」と、事業主が任意で加⼊を選択できる「任意適⽤事業所」の
2種類があります。

■ 強制適⽤事業所
以下のいずれかに該当する事業所は、事業主や従業員の意思に関わらず、厚⽣年⾦への加⼊が法律で義務付けられています。

条件1事業所の種類

法⼈ 従業員を1⼈以上使⽤

強制適⽤か？

はい

条件2

なし

個⼈事業所 常時5⼈以上の従業員を使⽤ 両⽅該当で はい法定の適⽤業種に該当 (製造業、建設業など)

個⼈事業所 常時5⼈以上の従業員を使⽤ いいえ適⽤除外業種に該当 (農林漁業、⼀部サービス業)

強制適⽤事業所に該当しない事業所であっても、以下の要件を満たすことで、任意で厚⽣年⾦の適⽤事業所となることができます。

従業員の同意 従業員（厚⽣年⾦の被保険者資格を満たす者）の半数以上の同意が必要です。

⼀般

適⽤除外業種

■ 任意適⽤事業所
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事業主の申請 事業主が⽇本年⾦機構（厚⽣労働⼤⾂）に申請を⾏います。

認可 厚⽣労働⼤⾂（実務上は⽇本年⾦機構）の認可を受ける必要があります。

■ 被保険者の加⼊条件

適⽤事業所で常時働く70歳未満の従業員は国籍等を問わず厚⽣年⾦に⼊ります。‧

週所定労働時間及び⽉所定労働⽇数が正社員の4分の3以上のパート等も対
象です。

‧ 試⽤期間でも賃⾦があれば加⼊です。‧

⽇々雇い‧2か⽉以内契約‧所在地不定‧季節4か⽉以内‧臨時6か⽉以内は除外ですが、期間超過で継続すると加⼊義務が⽣じます。‧

週20時間以上かつ⽉8.8万円以上で2か⽉超雇⽤⾒込みの短時間労働者も加⼊し、学⽣は除外されます。‧

■ 短時間労働者の適⽤拡⼤の企業規模要件 
「4分の3基準」を満たさないパートタイマー‧アルバイト等（短時間労働者）についても、社会保険の適⽤範囲が段階的に拡⼤されており、以下の要件をすべ

ルール‧判断基準確認項⽬

従業員数基準 51⼈以上（2024年10⽉〜）

て満たす場合は、厚⽣年⾦の被保険者となります。
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ルール‧判断基準確認項⽬

カウント対象者 厚⽣年⾦被保険者（フルタイム、3/4基準該当パート等。適⽤拡⼤対象パートは除く）

判断期間 1年のうち6ヶ⽉以上、基準を超える⾒込み

カウント単位 法⼈は法⼈番号単位、個⼈事業所は事業所単位

該当後の継続性 ⼀度該当すれば、その後基準を下回っても原則適⽤継続

任意での適⽤拡⼤ 50⼈以下の事業所でも労使合意により可能 （任意特定適⽤事業所）

■ 短時間労働者個⼈の加⼊要件 
上記の事業所規模要件を満たす（または任意特定適⽤事業所である）ことに加え、以下4つの要件すべてを満たす短時間労働者は厚⽣年⾦への加⼊が必要です。

要件

労働時間1

条件

週の所定労働時間が20時間以上

詳細‧留意点

契約上の時間で判断（残業含まず）
4分の3基準を満たさない者が主対象、実労働時間が2ヶ⽉連続で週20時間以上となり、今
後も続く⾒込みの場合は3ヶ⽉⽬から加⼊
所定労働時間が⽉単位、年単位で定められている場合は別途計算⽅法あり

‧
‧

‧
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要件

賃⾦2

条件

⽉額の所定内賃⾦が88,000円以上

詳細‧留意点

年収約106万円に相当するが、⽉額で判断
基本給と毎⽉定額で⽀払われる諸⼿当の合計額で判断

‧
‧

雇⽤期間3 2ヶ⽉を超える雇⽤の⾒込みがある
当初の契約期間が2ヶ⽉以内でも、契約更新が⾒込まれる場合は該当
2022年10⽉に「1年以上」から変更された要件

‧
‧

学⽣4 学⽣でないこと 休学中、夜間学部、定時制、通信制の学⽣は加⼊対象となる場合がある例外

残業代、賞与(年3回以下)、通勤⼿当、家族⼿当、精皆勤⼿当、臨時的な⼿当等除外対象

総合判断 上記①〜④のすべてを満たす いずれか1つでも満たさない場合は、この基準では加⼊対象外

強制適⽤
事業所

任意適⽤
事業所

事業主が任意で
加⼊を選択できる

法律により加⼊が
義務付けられている


